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平
成
19
年
度
決
算
状
況

市
の
家
計
簿

平
成
19
年
度
決
算
状
況

を
お
知
ら
せ
し
ま
す

一般会計

歳　入
217億2,025万1千円
（　）は構成比

一般会計歳入

　

９
月
５
日
か
ら
26
日
ま
で
開
催
さ
れ
た
平
成
20
年
第

３
回
牛
久
市
議
会
定
例
会
で
、
平
成
19
年
度
の
牛
久
市

一
般
会
計
お
よ
び
７
つ
の
特
別
会
計
の
決
算
が
承
認
さ

れ
ま
し
た
。
今
回
は「
市
の
家
計
簿
」
と
も
い
え
る
平
成

19
年
度
の
決
算
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

【
指
数
で
見
る
財
政
状
況
】

　

平
成
19
年
度
の
歳
入
歳
出
決
算
額
は
歳
入
歳
出
と
も

に
平
成
18
年
度
よ
り
増
加
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
歳
入

に
つ
い
て
は
、
税
源
移
譲
に
よ
る
市
民
税
の
増
収
が
主

な
要
因
で
あ
り
、
歳
出
に
つ
い
て
は
、
小
学
校
の
大
規

模
改
修
、
駅
西
地
区
保
育
園
整
備
、
牛
久
消
防
署
東
部

出
張
所
の
建
設
な
ど
大
規
模
な
事
業
を
実
施
し
た
こ
と

に
よ
る
も
の
で
す
。
今
後
も
、
ひ
た
ち
野
う
し
く
小
学

校
の
建
設
な
ど
に
よ
る
建
設
経
費
の
増
加
や
少
子
高
齢

化
に
伴
う
福
祉
関
係
経
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、

事
業
の
見
直
し
や
効
率
化
を
行
い
、
行
財
政
改
革
を
よ

り
一
層
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
19
年
度
の
決
算
状
況
を
自
治
体
の
財
政
状
況
を

示
す
主
な
財
政
指
標
か
ら
見
る
と
、
財
政
構
造
の
弾
力

性
を
測
定
す
る
比
率
と
し
て
使
わ
れ
る
経
常
収
支
比
率

は
、
92
・
０
％
（
前
年
度
90
・
０
％
）
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
指
数
は
、
80
％
を
超
え
る
と
財
政
の
硬
直
化
が
進

み
つ
つ
あ
る
と
さ
れ
、
特
に
投
資
的
な
事
業
に
つ
い
て

は
、
財
源
的
に
制
限
さ
れ
る
も
の
と
な
り
ま
す
。
近
年

は
90
％
前
後
で
推
移
し
て
お
り
、
今
後
も
経
常
経
費
の

抑
制
に
努
め
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

財
政
力
を
示
す
指
標
と
し
て
用
い
ら
れ
る
財
政
力
指
数

は
０
・
９
７
１（
前
年
度
０
・
９
６
３
）と
な
り
ま
し
た
。
こ

の
指
数
は「
１
」に
近
く
、「
１
」を
超
え
る
ほ
ど
財
政
力
が

強
く
、
財
源
に
余
裕
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
も
の
で
す
。

決 算 総 額
歳　入 歳　出

一般会計 217億2,025万1千円 207億5,754万5千円

特別会計 168億3,002万2千円 166億3,514万9千円

牛久市全体 385億5,027万3千円 373億9,269万4千円

※円グラフの構成比は、四捨五入などのため、合計が必ずしも100％になるとは限りません。
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一般会計歳出【一般会計歳入】
　前年度と比較して10億6,691万5千円 (5.2% ) の

増となりました。これは、税源移譲による市税

の増加が主な要因となっています。

　市税の内訳をみると、市民税が17.4%の増の60

億5,417万7千円となっており、市税の約半分を占

めています。次いで、固定資産税が4.2%増の46億

3,369万7千円となっています。市税全体では、前

年度比10.4%増の119億6,111万円となっています。

　また、徴収率は91.5%と前年度比で0.8%向上

しています。市の借金である市債は、前年度比1

億9,920万円 (9.6% ) の減となりました。

【一般会計歳出】
　前年度と比較して16億650万5千円 (8.4% ) の

増となりました。歳出のうち最も多いのが民生

費で、児童手当の拡充や保育園関係事業費の増

加により前年度比7億6,322万2千円 (17.4% ) の増

となっています。次いで多いのが土木費で前年

度比1億5,489万3千円 (4.5% ) の減で、市道整備

事業、土地区画整理事業などが含まれます。教

育費は、4億9,057万3千円 (18.0% ) の増で小中学

校の維持管理事業や小学校改修事業が含まれま

す。

特別会計事業名 歳入 歳出 差引

国民健康保険事業 67億6,961万6千円 67億4,513万7千円 2,447万9千円

公共下水道事業 22億9,477万8千円 22億5,456万1千円 4,021万7千円

青果市場事業 1,864万2千円 1,864万2千円 0円

老人保健事業 40億4,300万2千円 40億4,300万2千円 0円

特別会計事業名 歳入 歳出 差引

小規模水道事業 3,876万5千円 3,277万2千円 599万3千円

介護保険事業 27億3,971万5千円 26億2,289万4千円 1億1,682万1千円

工業用地造成事業 9億2,550万4千円 9億1,814万1千円 736万3千円

特別会計　会計別決算状況

問い合わせ　市行政経営課☎873-2111内線3301

当
市
は
指
標
上
で
は
財
源
に
余
裕
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま

す
が
、
実
際
に
は
経
常
的
な
支
出
も
多
い
た
め
、
今
後
も

引
き
続
き
経
常
的
な
経
費
の
見
直
し
を
進
め
て
い
か
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

【
財
政
健
全
化
判
断
比
率
に
つ
い
て
】

　

「
地
方
公
共
団
体
財
政
健
全
化
法
」
が
平
成
19
年
６
月

に
制
定
さ
れ
、
財
政
指
標（
財
政
健
全
化
判
断
比
率
）
の

公
表
が
平
成
19
年
度
決
算
か
ら
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

平
成
19
年
度
決
算
に
基
づ
く
財
政
健
全
化
判
断
比
率

は
、
市
の
一
般
会
計
な
ど
の
実
質
収
支
を
表
す
実
質
赤

字
比
率
、
お
よ
び
市
の
特
別
会
計
の
実
質
収
支
と
一
般
会

計
な
ど
を
合
計
し
た
連
結
実
質
赤
字
比
率
と
も
に
黒
字

と
な
っ
た
た
め
、
こ
れ
ら
２
種
類
の
赤
字
比
率
の
数
値
は

あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
市
の
財
政
規
模
に
対
し
て
の
実

質
的
な
負
債
の
負
担
割
合
を
示
す
実
質
公
債
費
比
率
は
、

７
・
３
％
（
平
成
17
年
度
～
平
成
19
年
度
の
３
カ
年
の
平

均
値
）と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
率
が
高
い
ほ
ど
負
債
の
返

済
に
よ
る
、
財
政
運
営
の
硬
直
性
の
高
ま
り
を
示
す
も

の
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
割
合
が
18
％
を
超
え
る
と
、

地
方
債
発
行
に
国
の
許
可
が
必
要
と
な
り
、
25
％
を
超

え
る
と
地
方
債
の
発
行
が
一
部
制
限
さ
れ
ま
す
。

　

最
後
に
、
財
政
規
模
に
対
し
て
市
が
将
来
負
担
す
る

べ
き
割
合
を
示
す
将
来
負
担
比
率
は
、
12
・
６
％
と
な

り
ま
し
た
。
市
が
将
来
負
担
す
べ
き
も
の
と
は
、
市
債

の
残
高
や
退
職
手
当
、
損
失
補
償
契
約
を
結
ん
で
い
る

第
三
セ
ク
タ
ー
の
負
債
な
ど
で
す
。
財
政
健
全
化
法
で

は
、
４
種
類
の
健
全
化
判
断
比
率
ご
と
に
一
定
の
基
準

を
設
け
て
い
ま
す
。
そ
の
基
準
を
上
回
る
財
政
状
況
の

悪
い
自
治
体
は
、
財
政
健
全
化
計
画
を
策
定
・
実
行
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す
が
、
当
市
は
４
種
類
の
比

率
す
べ
て
に
お
い
て
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。
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民生費

約65,700円（17.4％増）
・障がい者援護サービス

・生活保護費の支給

・保育園の建設・運営費

・子育て広場の運営費

・児童手当、児童扶養手

当の支給

・医療費の助成　など

市民1人当たりの市税額
約152,700円

市民1人当たりの支出額
約264,900円

（人口は平成20年3月31日現在の数字で計算）

平
成
19
年
度
決
算

平
成

年
度
決
算

市
の
お
金
の
使
い
道

市
民
１
人
当
り
の
支
出
額︵
年
額
︶で
見
て
み
る
と
⋮

土木費　約41,800円（4.5％減）
・牛久駅西口北土地区

画整理

・牛久駅西口アクセス

道路建設

・城中・田宮線整備

・市道整備

・自然観察の森の維持管理

・牛久駅構内のバリアフリー化助成　など

総務費　約39,500円（1.5％増）
・人件費

・情報公開推進

・交通安全対策

・地域防犯対策

・広報紙発行

・参院選、市長選、市

議選の経費　など

教育費　約41,100円（18.0％増）
・小中学校、市立幼稚園の管理運営

・牛久・岡田小学校の改修

・小中学校へのエアコン

設置

・生涯学習センター空　

　調設備入れ替え

・各種スポーツ大会開催

・中央図書館駐車場の増設

・栄町運動広場整備　など

公債費　約28,400円（3.9％増）
・市が、道路や建物など多額の費用が

掛かるものを造る際に借りたお金の

返済に充てら

れます。後の

世 代 を 含 め、

将来に渡って

返済していき

ます。

衛生費　約24,900円（7.7％増）
・ごみ収集・運搬業務の委託

・清掃工場の維持管理

・うしくあみ斎場の運営

・予防接種の実施

・各種検診の実施

・健康づくり体制の整備

・環境対策事業　など

消防費　約14,700円（20.4％増）
・稲敷広域消防の運営経費

・市消防団の運営

・消火栓など消防施設の整備

・自主防災組織の育成経費

・牛久消防署東部出張所・防

　災広場用地の購入　など

商工費　約3,900円（3.6％増）
・中小企業に対する資金融資

・消費生活問題

に関する情

報提供

・観光協会、商

工会の活動

助成

・河童の碑の周

辺整備　など

議会費

約2,600円（9.4％増）
・定例会、臨時会、委員会

などの開催

・市政に関する調査研究、

視察

　など

農林水産業費

約2,300円（5.5％増）
・認定農家の育成

・転作指導によ

る計画的な米

の出荷の誘導

・使用済み農業

用ビニール・

ポリの回収　

など

問い合わせ　市行政経営課☎873-2111内線3301
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